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価値と生産価格

唐 j度興

(ー〉

価値の生産価格への転化論はこつの問題辞を持っている。その一つはいわ

ゆる統計一致の二命題の問題である。すなわち，社会的総価値と総生産倍格，

社会的総時余価値と総科潤の一致をいかように示すか，が第ーの問題群であ

る。他方では，再生産表式における表式的均衡を維持しようとすれば，総価

値と総生産価格(または総剰余価値と総利潤〉の一致が成立せず，他方では，

その逆の事態が発生するという「二律背反」の問題群である。すなわち，こ

の問題は「再生産の均衡条件j と「利潤率均等化」は互いに他を否定する二

怪であるというものである。

師格が価値に一致するものとして示される再生産表式，すなわち価格 t 価

(u主として社会的総資本の再生産と流通を総括的に表示するところの再生産表

式と，生産価格を実現しつつ，また生産価格を条件として運動する社会的総

資本の再生産を表示する表式とは，同一事態に対する論理次元の相異からす

る社会的総資本の再生産の規定であって，決して社会的再生産に二重の規律

があるわけではない。

生産j凶格，あるいは利潤は我々の限で経験的に把撞じうる可制的なもので

ある。価値，あるいは剰余価値は経済的諸関係を示す形態であり，前者の何

たるかを示す概念である。したがって，間われるべきなのは， JJt々 に経済的

に認識可能な自立的姿態、にどのように転化して来たのかという発生的機構こ

そが問題なのである。

したがって， 1"二律背反」なる問題群は実は， 第一の問題群に含まれるの

である。その上で第一の問題群は総価舗と総生産師格，総剰余価値と総利潤
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とが一致するかしないかという問題としてではなく，価値および剰余価値が

いかにしてそのような規象形態をとりうるのかという問題に焦点を移させな

ければならなし、すなわち，問題性の移動こそが重要なのである。総計一致

の二命題の問題は真の問題性を回避して提起されているがゆえに生じる問題

なのである。

マルクスが提起している問題は価値，剰余価値という経済的諸関係の形態

の認識とその形態の発展の認識ということは古典派経済学によってはかつて

一度も提起されなかった問題であり，古典派とマルクスとを画する哲学的理

論革命であったのである。この点こそマルクスの新しさの本質的標識なので

ある。リカードが生産価格と価値，利潤と剰余価値とを直接に一致せしめよ

うとするのに対して，マルクスがそれを形式的抽象，あるいは暴力的抽象と

して批判するのも以上の事情に基づく。

従来における価値の生産価格への転化論として総計一致の二命題の問題が

取り扱われてきたが，認識論的にはそれはりカードの水準を越えるものでは

ない。以 f"，この点を従来の論争のうちに見ていこう。

従来， {函館の生産価格への転化は次の如く示された。すなわち，価値体系

から生産価格体系を導出する仕方は，価値からの生産価格の訴離率と利潤率

とを未知数としてその解を求めるというのがそれである。方程式よりも未知

数が 1個多い。したがって，総価値=総生

産価格， または総剰余価値z総利潤， また

は第亜部門をニュメレールに置くとかの工

夫をして方程式をl{悶付加するか，相対価

格を未知数として未知数を 1個減らすとい

うようになされてきた。価値表式から生産

価格表式への転化は図に示したま口く ，X， 

l山，+M，=VV，
C2十V2十M2=W2
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y，πを解くということに他ならない。こ

うした方法にはいくつかの基本的な問題がある。

第1に，姉値×主席離率=生産価格なのであるが，実は議離率を未知数にす
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るということは，生産価格を未知数にしていることと同義である。方程式に

現われる生産価格と解としての生産価格とは同一物である。両者は純粋に同

義反復である。例えば5x-5=0という方程式と x=lとは同一物である。し

たがって方程式を解くということが，価値の生産価格への転化であると思い

込むならば，それは生産儒格を生産価格でもって説くことに他ならない。す

なわち，方程式を提起することが課題なのであって，それがどうして形成さ

れるのかということを抜きにして，以上の方程式を提出するならば，そこに

あるのは価値の生産価格への転化論で、はなくて，単なる計算問題に他ならな

い。したがって，そこからでてくる不一致の問題の経済学的意味が関われる

ことなく，不一致の問題にのみ議論が奪われることになった。

このことは必然的で、ある。生産錨格体系が価値体系からいかにして発展す

るか， どのようにしてそのような形態が生成するのかが問われないで，方程

式を提示して解を導出することが転化論であるとされたからである。方程式

とその解とは数学的には同値なのであって， これを転化論であると強弁する

ことがりカード的な認識の水準にあることの証明なのである。価値の生産価

格への転化論の内突を回避して(これがりカード的な認識の水準にあるとい♂

うことであるが〉問題が提示されているがゆえに論争が不毛なのである。

第2に，生産価格が以上の如く転化論抜きに説かれるとするならば，生産

価格は価値とは独立に決まり，単なる価格関係としてのみ成立しているとい‘

うことになる。価値に希離率を乗じているのであるから，あたかも価値から

生産価格が説かれているかにみえる。主食離率を説くということは生産価格を

説くということなのであり， この議員在率は;jju離率から示されるということな

のである。実際に，生産価格は価値から独立に，価値論抜きに示すことがで

きるO それはスラッファなどの行なっているように，生産技術的栢互依存関

係から交換比率が求められる。この場合，何かをニュメレールとしてやれば

直ちに計算しうる。

第 3に，価値表式における C，Vにそれぞれ議離率x，yが乗せ、られるのj

であるが， C1+ V1十M1=W1 として存在しているのは， 形態的には価値で



174 (674) 経液学研究第29巻第3号

あるが，質料的， したがって箆用価値的には， iJUえば， V1は生産手段であ

る。したがって，V1にy，C2に Zが乗ぜられるのは問題がある。転化論を

再生産論的に取り扱うことが問題なのではない。むしろそのように取り扱う

べきなのであるが，再生産表式そのものでもっては退程の説明は不適当であ

る。

1) 再生産の法長IJと利潤率均等化法則とが互いに{むを排徐する二協とされるのが故吉村

達次教授の見解である。教授はこの二種の相異なる均衡が資本をひきつけることによ

って， i寝環運動が形成される，とされる。 r再生産の法郊と利潤率均等イとの注RIJJ(W絞
済論叢JI82 巻 6~号〉参照。

(二〉

以上のことから，投入，産出関係， したがって，高品による向I尽力生産に

おいて過程を表示しよう。

生産手段の数量Ki'生産物数量Xi，実質賃金 ω，労働者数 Li~ 生産物

単故当たりの{面積ん，搾取率eとする。但し，i=l， 2であり， 添字は

産部門名を指示している。また，生産価格を P;，一般的利潤率をたとする。

一定量の生産手段と一定数の労働者によって生産物が産出されるのである

が，この投入，産出において，第 i部門と第E部門においては次の如き関係

がある。いかなる商品であれ，その生産には労働を必要とし， この労働の担

い手としての労働者階級がその担い手たりうるには，労働力の再生産が保拝

されなければならない。社会的再生産にとって本質的に不可欠な労働の必要

性を消費財生産の必要性と解するならば，社会的二大生産部門の関係は次の

如く現われる。

労{勤者の消費手段を生産するのに在接，間接に必要な生産物を基礎的生産

物とすると，生産手段の生産には生産手段と消費手段が必要であり，他方で

消費手段の生産についても同じことがいえる。だが，資本家の消費手段の生

産には，その生産に労働， したがって消費手段を必要とするが，労働者の消

費手段の生産には資本家の消費手段を直接，間接にも必要としないっ資本家
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の個人出費財ーは非基礎的生産物であるといえる。

以上の関係から，価格の規定関係を以下の如く示すことができる。

と，

(P 1c ，，1く1十P2U)ωL1)(1 +π) =P1(f十1)X1i
}……………ー…(1)

(P1(t)Kz十P2(f)剖L2)(1 +π)=P2(f+1)X2J 

さて，Ki/X;=k;， L";X;=んとし単位当り生産価格を行列表示する

lP(fト1)=c1十π)lP(t)M

({l:Lし，p(t)=(P1(t) P2UJ， M=[2112〕〉
(1)式は我々が表象において想定するところの生産価格体系であり，それは

理論的に再現しなければならない目標としての価格体系である。この価格体

系には資本家の間人消費財が含まれており，問題の生じるところであるが，

E 部門分割で考えるという性格から，今のところ問題にせず，後であらため

てその問題に立ち帰ることにする。

さて，価格体系は以下の通りである。

え1K，十c1十ゆえ2印L1=A1X1i
ト-……………・(2)

んK2十cl十e)んωL2=んX2J

これから各部門の利滞率を求めると，

eA2的L1 e 
"1-AJ<:1工五;υL1- A，Kア-ー

一 一 --ー十1A2ωL1 

eA2ωL2 e 
λ2-A，Kー干A2wL2 づ未了一一

一一 一 一
--ーニー十i
A2ωL2 

え1K;/んωL，キA1K2/A2ωL2すなわち KdLlキKdL2であるかぎり， π1キπz

である。

一般的利潤率をπぐ0)とし，ん=P1(U)'λ2=P2(0) とおくと，

J~ iP ;(O)X; -1: iPLCO)Ki-1:iP2

一一“

L，
π〈「 JtP1diJEfP2MEL-qi=l，2〉

したがって，生産価格体系は，
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(P 1(0)K1 + P 2(0)ωL1) (1 +π(0)) = P l(l)X1 

(P 1(0)K2 + P 2(0)ωL2) cl +π(0)) = P 2(1)X2 

まfこは

lP(l)エ(1+π(O))lP(Q)M

ここで明白なことは， };;P ;(l)X; =};;P i(O)Xi =); iA iX; (i =1， 2)であり，

総価値=総生産価格，総剰余価値=総利潤であることは明白である。だが投

下資本は Pl(o)K;+P2(日〉曲L;であり， P i(O)=A;(O) なのであるから， 投下資

本は以前として生産価格化されていない。これはマルクス自身が求めたとこ

ろの生産価格体系に他ならず， 問題はここから始まる。投下資本 P1(Q)Ki十

P2(0仰しを生産価格 Pi(O)によって評儲替を行なわなければならない。それ

は PlCo)Kiに議離率 P1(1)/P 1(0)， P 2(0)ωL;に主席離率九C1iP2(加を乗じれば

よし、o

P1(o)Ki X P1C1iPlCO)+P2(0)ωLi X P2CliP2(0)=P1(1)Ki +P2mωLi 

ここで各部門の利潤率を求めると，

πP1C1lX1-P1(1)K1 -P 2(1)ωL1 
1ω P1ωK1+正二Z了一
πP2mX2 -P 2(1)K2 -P 2(1)ωL2 
2(1) - P 1(1)K2十P2(1)ωL2

前提により， 資本の有機的構成が異なるかぎり，むωキπ2ω すなわち，

各部門の利潤率は異なる。ここで一般的利潤率を求めると，

π
};iP i(1)Xi -}; i P1(1)Ki -}; iP2C1lωLi 

(1) }; i P l(1)K;十};; P 2(1)ωL; 

この π〈わなる一般的利潤率を実現せしめる生産価格は札口〉から Piωへと

第二次生産価格に修正される。すなわち，

(P1(1)K1 +P2(1)ωL1) cl +π(1)) = P1ωX1 

(P1C1JK2 + P2(1)副L2)(1十π(1))= P 2(2)X2 

まfこは，

lP(2)= (1十π(i))lP(l)M

ここで総生産儲格は };iP;ωX;=};;P;ωXi=); iA，X，となり， 総価値に
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一致するが，この次元で総利潤は総剰余価値に一致しなくなる。吏に Pl(l)

Ki十九ωωLi を第二次生産価格に評価替えを行なうと， π1(2)キπ2∞となり，

部門利潤率は等しくない。ここで一般的利滞率を求めると，第三次生産{剛容

体系が求められ， 1P3= (1十πω)1P(2)Mが得られる。以上の事態を一般化する

と， 1P(t+1)= c1十πけ))1P(f)M となる。すなわち，我々が表象において想定し

た生産価格体系を求めることができる。

だが， 1P(t+1)= (1 +π(t ))1P( t)M を求める過程で明らかなように， π1(t十1)キπz

(t +1) となることがわかる。したがって1p(t +1) = 1PC t) = 1P*と生産価格が一

定の収束{直をとらないかぎり， 引け+1)=π2(t + 1) == ir ( t + 1) ==πやという一般的利

潤率を得ることはできない。したがって，期間tを十分に大きくとったとき

に， 1P(t)が一定の収束{産をとるかどうかの問題がここで提起されている。

lPCO) =♂1山 P2CO，)= (んん〉から出発して，収束{直Fネを求める数学的解決

は，置;塩氏，二階堂氏によってすでに一般的に解決されているo lP(/)は E刊

にたしかに収束する。それは1P*=(1 +日)1P*Mとなる。すなわち， この転

化過程は p(/+l)=C1+π(t))1PCt)M という生産価格の波及過程に基づいて得ら

れたものであり， (P，*Ki十P2*ωLi)(1十π勺=P戸Xiなる体系を獲得した。

この生産価格体系を求める過程で明確なように 1:iんXi=1: iP iCO)Xi = 

~iPi (1)Xi= …・-=1: i P iυ )X i 口…… =1: i P i *X i が常に維持され，総価値立

総生産価格であった。だが，剰余価値と総利潤との関係においては，一致し

ない。生産価格化された総投下資本と価値で示された投下資本が等しいかぎ

り， したがって両部門の資本の有機的構成が等しいかぎり，一致するのであ

るが，ここではそのような前提は置かれていなし、。

総計一致の二命題が保障されるには，生産構造に特殊な制約条件を課さな

ければならないが，数学的興味は別として，一致するとか一致しないとかの

指摘のみでは，何ら経済学的な解明ではない。総剰余価値と総利潤の不一致，

これを拘と解するか。問題はここから始まる。このことについては置塩氏の

次の如き適切な指摘がある。

「評価が{而値から生産価格に変ったからで，いずれも……〔向ーの一一筆者コ
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剰余労働によって生産された同ーの剰余生産物の総評価額なのである。」

これは全くもって正しい指摘である。総剰余価値も総利潤も社会的総剰余

労働を共通の社会的実体としており，総剰余労勘は正確に一致する。不一致

が生じるからといって，決して髄値の一部分が飛沫したり，天から降ってき

たりするわけではない。投下労勘量は転化に際して固定されており，実質賃

金も転化に際して変化するわけではない。また，産業構造や生産技術的相互依

存関係に変化が生じたわけではない。例えば，鉄100トンの生産に， 石炭

100トンと労働者10人の労働100時間が必要だということも変化しなし、

転化に際して，資本と労働の移動が事実的に前提されている。だが， この移

動の行きついた理想的均衡状態のもとでは価値体系と生産価格体系において

その質料的側面，労働配分や素材的連関に変化があるわけではない。もし変

化が生じるとすれば，一致・不一致の問題は生じるわけがなく，一致しない

のが当然である。価値表式と生産儲格での再生産とはこ律背反の関係にある

のではなし両者は同一事態の別様の表現であり，資本制的生産に二重の再生

産の基準があるわけではない。

さて， (1函館でもって評価された投下資本の評価替が転化の基軸をなしてき

た。投下資本の評価替がlP(t山=(1十π(i))lP (f)班に基づいて行なわれるとい

うことは次のことを意味する。 t期の生産物は Pl(f)r七+九日〉ωL;によって

生産されるとみなされるのであるが，(t十日期の生産物は P;Ci+l)X; から

の投入によって生産される。生産物はその再生産費用によって規定される。

価値の生産価格への転化に際して，投下資本が評価替されるのは，経済過程

が現実に行なうところの理論的反映である。

;:)217::r:)川 +1)
資本の運動は G-W…p...W'-G'であるが， G-Wにおいて投入価格が，

W'-G'において産出{面格が評倍されるが，他方，産出価格は同時に次期の
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貨幣資本投下によって上記の担く評価されるc

マルクスが生産細洛として示したところのものは，分子に総剰余価値，分

母に価値による評価を受けた総投下資本を置いて表示される平均利潤率を基

礎として成立するものであって，いまだ投下労働を量的原理とする価値規定

の面影を残すものであった。 tだがマルクスの規定は，生産価格がまずもって

社会的総剰余!illiil廷を投下資本量に応じて配分する形態であることを示した生

産価格の本質的な側面を示している。この規定は投下資本の評価替を要求し，

必然的に Pネヱc1十日)lP*Mという形態に進み， 自己を規定しなおさざるを

えない形慈規定にある。したがって:7ルクスの生産価格は価値と生産師格

の結部点をなし， これを基礎におくことによって，生産価格に対して価値の

本源性を獲得しうる。

とはいえ，剰余価値と利潤の総計不一致の問題が発生した。その原因が，

すで、に転化の基軸をなすものとされた投下資本の評価替にあることは明確で

ある。生産価格は投下資本を量的原理とした交換価値である。投下資本を量

的原理とするという場合，資本家の個人消費量手段は他の生産物とは同ーの

評価を受けないということがあった。この点を以下において展開し，資本家

の偲人消費手段の存在が転化に際して総計不一致というバイアスを生ぜしめ

た事情であることを明確にしよう。

1) 置塩信とた「マノレクスの生産価格論についてJ(神戸大学『経昨学年報JJ19)参照。以

上の生産価絡体系の導社iは霊安者の独自のものではない。基本的には置塩教授の見解に

学んでいる。

2) 二階堂福包『緩済のための線、型数学』培風館.93頁。

3) 拙稿「生産と消費の矛盾と資本蓄積J(北海道大学『経済学研究JJ26巻l号).122 

頁。

4) すなわち，投入係数行列が一次従属である場合，価値の生産価格への転化が恒常的

になされるとするのが，森嶋通雄『マノレクスの経済学』高須賀義博訳，東洋経済新報

社.95-96}el。

5) 置場{言~ít I見回石介著『価値および生産価格の研究JJJ([J留民経済雑誌JJ127巻6

号).69頁。

6) 阿部真也『流通行動と物倒!援貴J]. ミネノレヴア書房.79賞。
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(三〉

剰余価値と利潤の総計不一致の問題の意味は，生産錨格を実現しつつ拡大

再生産を保障していく蓄積径路の匁上で明確になる。価値タームでの均等成

長率を gぇυl' 生産価格タームでの均等成長率を gP(1)とおく。

J) iA.1ム Ki(/)+J) iA.2ωムLiCl
g，(t)エー←J)iA.

1
Ki(t)十J)iA.2ωLi(t

〉〉…………………(3)

g-Z  iPl*ムKiCt)十J)iP2*ωムLi(t)
火口 J)iPl*KiCt)+J) iP2*ωLi(t) 

)
 
4
 
(
 

(3)， (4)を計算してすぐわかるように，

g，(日=gれわー..................................................・・(5)

価値ターム，生産価格タームでの成長率は一致しており，価値表示による

均等成長径路は恒常的に生産価格表示によるそれに転化することを保障され

る。すなわち，社会的総剰余価値が一括され，それが均等成長を保障するよ

うに配分されるや，それは平均利潤からの蓄積による均等成長を保障する蓄

覆径路に転化する。ここで蓄積率を再タームで表示して， それぞれa" ap 

とおくと，

eA.2ωL1C1l十eA.2ωL2ぐt)g川 =αλ・五E二平石去二平A.2回Ll(t)十んωL2(t) α
，11:(Ol

g-
H〔PFK1日)+P1*K2(t)十P2*wL叫手手叫ーρ(t)=ap. I¥*Kl二王買夜戸)+P2百五汁ξ証二子-"'p

g，(t)から gP(t)への転化はそれ自体として恒等的に保障されているが，内

容的には， 11:(0)から日への転形はすでにみてきた通りであり，両者は不一致

である。したがってぬπ〈めから偽計への転化は，成長径路を実現せしめる

内的起動力としての蓄積率ぬから apへの転化によって調節されており，め

は向に対して本源性を有している。

ここで，ぬ=apとなるのは，a，=aρ=1のときだけである。勿論，資本の

有機的構成が等しい場合，両者は一致するが，これはあらかじめ拒否してあ

る。したがってぬ=apとなるのは，資本家の個人消費がゼロの場合であり，

剰余価値，利潤が全額，蓄積に投じられる場合である。
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したがって g，(t)=π(0)， gP(t)=π*となり， 転化は一層リジッドである。

この成長率形式においても g'(t)=gP(t)であることは変わりがないが，

π(0)とがからするならば，両者は一致しない。利潤率からみれば転化は恒等

的でないが， 成長率からみれば転化は恒等的である。だが g，け)-π(0)， gp(t) 

=π*である。 これはひとつの矛庸に他ならない。問題は次の如く解決され

る。

資本家の個人消費ゼ口ということは，再生産過程外に排出されるものがな

く，すべて次期の生産のために投入されるということである。資本家の個人

消費財は非基礎的生産物であり，利潤率決定に参加せず，基礎的生産物にお

いて決定された利潤率を受けとる関係にあり，それは次期の生産のために投

入されることなく，当該期間内において，再生産過程外‘へ排除されて個人的

に消費される。すなわち，生産価格の形成には参加せず，形成されたところ

のものを受けとる関係にある。したがって，資本家の個人消費をゼロにした

ということは，全生産物が生産価格形成に参加するものとして現われる。した

がって成長率でもって全生産物価格の評価基準を統一するならば， π(0)とπ*

の相違も解決する。すなわち，蓄積率=1のもとで進行する均等成長のもと

では π(0)=げとなる。したがって，総剰余価値と総利潤の相違の問題は氷解

する。

まず，投下資本については，

ーユーー(J.1Xl十12X2〉=-iす ((P1*X1十九*X2)1+π(0) '--.l--.l '--&，--&./ 1 +71: 

総剰余師値と総科i間については，

-* 
一二盟んX1十A2X2)=一二"_'" (P1*X1十九*X2)1+π〈O〉 2iTπ' 

総剰余{倒産と総利潤は一致する。

以上において我々は，価値の生産価格への転化において総剰余価値と総利

潤の不一致が何にもとづくものであるかの経済学的意味を明確にした。その

ことがえぐり出されたのは，価値の生産価格への転化の，動学的転化におい

てであった。したがって，価値の生産価格への転化は三段の論理展開を必要
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とする。

第 1段階は，マルクスによって本質的なものとして与えられた第1次生産

価格，第2段階は，投下資本の生産価格ともそれによる最終的な生産価格の

獲得，第3段階は均等径路の温上での転化，一一この3段階によって転化論

は完了する。総剰余価値と総利潤は，第2段階では一致しないものとして表

示された。突はそのようにしか表現されえないのである。それは今や，資本

家の信人消費財に原因があることがわかった。したがって，資本家の傭人消

費をゼ、ロとし，それによっては影響を受けない蓄積率1のもとで転化を考察

するならば，一致するということが明確になった。剰余価値も利潤も，同じ

剰余労働によって生産された剰余生産物の総評価額なのであって，本質的に

は同一である。それが (p♂Kj十九ネωLj)(1十π勺=p戸Xj*(i=l， 2) なる

形式のもとでは不一致においてしか表現されえない。ここでは評価基準の異

なるがゆえに，資本家の個人消費財の存在によってそのように表現された。

単純再生産表式であるか拡大再生産表式で、あるかを関わず，転化が第2段階

でとどまっているかぎり，不一致がいかなる意味をもつかは明確にされない

まま，不一致として示されるだけである。

gρ(t)=ap(t)げなる成長率を実現していく資本蓄積径路は， 利潤率を指標

として変動する資本蓄積の事後的平均において成立するものである。すなわ

ち，この蓄積径路は生産価格を実現しつつ，拡大再生産を進めているもので

ある。価値の生産価格への転化を再生産過程においてみるならば，拡大再生

産していくということと，生産価格を基準にして再生産を行なっていくとい

うことが，再じ事態に対する別様の表現であるということがわかる。

1) 価値表示のもとでの蓄積率と生産価格表示のもとでの蓄積率が等しくなる場合の解

法は森l鳩〔前掲書 178頁〕を参照。
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